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1. 東京都の⼈⼝



 東京都の総⼈⼝は2025年の1398万⼈がピーク（5年毎）。その後漸減するものの、2040年においても1346万⼈と安定的に推移。
 東京都の総⼈⼝の全国に占めるシェアは拡⼤する。これは東京都（圏）への⼀極集中の相対的な進⾏を意味する。
 ちなみに社⼈研による予測（2014年）では、2040年の総⼈⼝は1231万⼈、また封鎖⼈⼝では1100万⼈と計算されている。今後
の東京都の⼈⼝の推移は社会増に⽀えられると考えられる。



• 65歳以上⼈⼝は
2030年以降も増
加。2040年では
2015年の1.5倍
に。

• 東京都では2025年
以降も75歳以上⼈
⼝はほぼ同じ⽔準
で推移。

• 65歳以上⼈⼝⽐率
は2040年でも
30％未満。

• 75歳以上⼈⼝⽐率
は全国と⽐べ⾮常
に低いものの、総
数は多い。







（参考）市区町村別出⽣率と少⼦化対策

前提：
• 厚⽣労働省「⼈⼝動態統計特殊報告 ⼈⼝動態保健所・市区町村別統計」→ベイズ推定
• 1893の市町村（2008〜2012年度）

出所：加藤久和(2017)「市区町村別にみた出⽣率格差とその要因に関する分析」（フィナンシャルレビュー第3号（通巻第131号）



（参考）東京都の経済と⼈⼝



(参考）東京都の税収







2. 東京都の社会保障・財政



急増する社会保障給付

2014年度の社会保障給付費総額は112兆1,020億円、対前年度増加額は1兆
3,970億円、伸び率は1.3％であった。

資料：厚⽣労働省「社会保障に係る費⽤の将来推計について（平成24年3⽉）



 東京都の⺠⽣費と衛⽣費が歳出全体に占めるシェアは傾向的に増加している（2002年の12.3％は2015年には
17.7％にまで上昇）。

 また、⾼齢⼈⼝の増加率と⽐べると⺠⽣費と衛⽣費の増加率はおよそ1.5倍になっている。
 2040年まで、毎年およそ1.8％の速度で65歳以上⼈⼝が増加しているが、過去の推移を単純にあてはめ（⺠⽣
費と衛⽣費の伸び率を年2.7％と仮定）、2015年に1224億円から2040年には1830億円にまで増加。



⺠⽣費の都道府県別⽐較（1）



⺠⽣費の都道府県別⽐較（2）



2040年の⺠⽣費の予測（試算）
⼀⼈当たり⺠⽣費と⾼齢化の関係（前ページ左図）が維持される仮定。
2040年の東京都の65歳以上⼈⼝⽐率は29.3％。その時の⼀⼈当たりの⺠⽣費は
83,153円（但し予測誤差修正済み）。
2040年の総⼈⼝と2015年の総⼈⼝はほぼ同じ（1352万⼈→1346万⼈）とし、物価
上昇率を年1％とする。そのとき、2040年の⼀⼈当たり⺠⽣費は106,639円となる。
これを総費⽤に置換えると
2015年の⺠⽣費 9,698億円
2040年の⺠⽣費 14,412億円 （1.48倍）
となる。





都道府県別データから、⾼齢化と医療費の関係が確認できる。



 2016年度の協会けんぽの保険料率は全国平均で10.0％、東京都は9.96％であった。
 しかし、調整内容をみると、調整前保険料率（実際の医療費等から計算される保険料率）が4.23％、
これに年齢調整（0.03％）、所得調整（0.78％）を加え、これに後期⾼齢者⽀援⾦（4.84％）、激
変緩和措置を考慮して9.96％になっている。

 東京都の保険料率は、実際のコストに⽐べ⾼い。

協会けんぽの保険料率



「地域医療構想」は、2025年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに
2025年の医療需要と病床の必要量を推計し、定めるもの。

地域医療構想

出所：厚⽣労働省「医療・介護総合確保の推進について」



東京都 地域医療構想

出所：「東京都地域医療構想」（平成28年7⽉）



介護保険における都道府県の負担等



地域包括ケアシステム
在宅医療・介護連携の推進

地域包括ケアシステムにおける「５つの構成要素」 「⾃助・互助・共助・公助」からみた地域包括ケアシステム

出所：厚⽣労働省HP



付. 社会保障の負担：国と都道府県・市町村



社会保障：国と地⽅の分担

出所：総務省資料





介護保険制度の仕組み

平成25年度


